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1 はじめに
民事模擬裁判は、模擬であれ、民事裁判手続を実際に f体験するJという意味では大きな効果を
あげることが可能となる。民事模擬裁判を実施するには、もちろん適切な教材が不可欠である。し
かし、 1つの教材を作成するには、少なくとも l年以上の期間と多くのスタッフが必要であり、さ
らには、教材の見直しも必要となる。毎年、単独の法科大学院が教材を作成し、その見直しを実行
することは不可能ないし極めて困難である。仮に、 lつの教材を毎年使い回すとしても、学生のモー
チベーションからは問題がある。このような状況下、今後、ますます教材の共同利用の重要性が増
すものと考えられる。それでは、多くの法科大学院が利用可能な民事模擬裁判の教材作成は、どう
あるべきなのか。本稿では、民事模擬裁判の教育目的にかなった教材作りについて、どのような点
に気をつけるべきなのか、また、どのような点に苦労があるのか、教材作成の方法と問題点につい
て考えてみたい。
2 民事模鍵裁判の目的にかなう教材作成
(1 )未来指向型(模鑓裁判型)と過去指向型(争点整理 ・起案型)
民事模擬裁判の教材には、どのようなことが求められているのだろうか。民事模擬裁判の教材作
りで最も明確にしておく必要があることは、民事模擬裁判の「教育目的Jである。当然のことであ
るが、予め措定された教育目的にかなう教材が必要となる。これまで、司法研修所の教育では、い
わゆる f白表紙jと呼ばれている、多くの記録型教材が作られており、これは、実際にあった裁判
記録を参考にして、日時・場所 ・名称・名前などを変更し、教育目的に沿った内容に加工したもの
である。もっとも、従来の司法研修所教育では、もっぱら裁判官養成に重点、が置かれているとも言
われており、あるいは、要件事実教育に主眼が置かれていたためか、判決書を書くための、争点整
理や事実認定に重きが置かれている。したがって、自表紙教材は、複雑な事案の事実整理をしたり、
要件事実を抜き出したり、事実認定をすることを目的としている。これら記録型教材には、訴状、
答弁書、準備書面、尋問調書、さらに、多くの書証が添付されており、これら書面を読み、記録を
検討することにより、過去に行われた口頭弁論を振り返り、事実や争点、を整理し、証拠を評価し、
『臨床滋務研究J第8号
事実認定をすることが求められている。いわば、他人の訴訟活動の成果である訴訟記録に基づき過
去の事実を振り返って検証することが求められている。そして、一定の結論、模範解答が想定され
ている。歴史にイフ(if)は禁物であると言われるが、「あの時、こうしていればよかったのでは
ないかJ、fこのようなことを聞いておくべきではなかったか」という観点は求められていない。記
録にある事実は、あるがままに受け入れることが必要である。
これに対して、民事模擬裁判の場合、過去を振り返るのではなく、未来に向けて、裁判を創造し
ていくことが求められる。与えられた事件について、どのように料理するかは、模擬裁判に参加す
る学生に委ねられている。逆に言えば、どのような展開になるのか、どのような結論になるのか、
教員にとっても不明なのである。時には、とんでもない展開になることさえある。学生が教員の望
む通りに動くとも限らないのである。このような意味で、民事模擬裁判の教材は、未来を見据えた
未来指向であり、予測不可能性を併せ持つという特徴がある。
このように、過去指向か未来志向かという観点から考えた場合、従来の起案型・争点整理型の自
表紙は、民事模擬裁判には使えないのではないか、少なくとも、そのまま使っても、うまく機能し
ないのではないかとの疑問が湧いてくる。
ひとつ、具体例を見てみよう。
別i震の〈資料①〉の訴状は、 PSIM編 f民事模擬裁判ティーチング・マニュアルJ(注1)から
の引用である。この事案は、原告戸山信用金庫が被告鴨川さくらに対し、保証契約に基づき、金
2∞0万円の支払いを求めた訴訟である〔事例1)。しかし、被告は、主債務者の亡鴨川幸助(父親)
が被告に無断で実印を用いて契約したものであると主張している。争点は、保証契約の締結の有無
であり、訴状の構成は、本人契約、有権代理、表見代理、追認を記載したものである。主として、
鴨川さくら作成の契約書の証明力が問題となり、 二段の推定の理論を争わせようとするものである。
これに対比するものとして、司法研修所監修 r4訂 民事訴訟第一審手続の解説J(注2)をと
りあげてみたい。この教材は、民事訴訟の第一審手続を解説するものとして非常によく出来ており、
この記録に基づくビデオも作成され、多くの法科大学院で利用されている。なお、本書は、あくま
で第一審手続を説明するためのもので、民事模擬裁判のための教材ではないことを注記しておく。
ここで採り上げるのは、仮定的な対比が主眼であり、決してその内容を非難するものではない。
この事案は、原告竹中利彦が被告大谷浩一に対し、議消費貸借契約に基づき、金450万円の支払
いを求めた訴訟である 〔事例I)。しかし、被告は、母親大谷明子が被告に無断で実印を用いて契
約したものであると主張している。争点は、準消費貸借契約の締結の有無であり、訴状の構成は、
有権代理、追認を記載したものとなっている。そして、大谷明子作成の契約書の証明力が問題とな
る。
仮に、第一審手続の解説を模擬裁判に利用すると、別の展開になった可能性がある。〈資料②〉
の訴状は、もと裁判官の宮本由美子教授の発案により、民事訴訟実務の一環として、来fl多2年生に、
、
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f民事訴訟第一審手続の解説jを使用して一通り民事訴訟手続を解説した後、この記録をもとに改
めて訴状を作成すると、どのような構成になるか、訴状の起案をさせたたものである。当然のこと
として、 f民事訴訟第一審手続の解説jの訴状とは明らかに異なった構成となっている。大きな違
いは、被告が2人という構成になっている点である。大谷i告ーに対しては消費貸借契約に基づく貸
金返還責任、大谷明子に対しては無権代理人の責任を追及している。これが、いわゆる主観的予備
的併合か否かという問題は別として、第一審手続の解説の訴状と大きく異なっているのである。主
観的予備的併合については、各請求が実体法上両立し得ない関係にある場合に、当事者を予備的な
関係で補足することができないかという併合形態に関する問題である(注3)。すなわち、各共同
訴訟人の、又はこれらに対する各請求が実体上両立し得ない関係にある場合に、原告側がいずれか
一方の審判を優先して申し立て、それが認容されることを解除条件として他の請求の審判を求める
併合形態を予備的共同訴訟(主観的予備的併合)というが、本件は、その典型例である。もっとも、
最判昭和43年3月8日は、予備的被告の応訴上の不安定・不利益、原告の便宜に偏することを理由
にこれを不適法としている。ここまで学生に要求することは模擬裁判としては酷であろうか。また、
契約書の証明力としては、大谷浩一作成の文書として、二段の推定の論点が出てくることになる。
仮に、このような訴訟展開であれば、和解についても、容易に成立の可能性があったのではないか
とも恩われる。また、事実関係についても、大谷明子の負債の整理状況(竹中と大谷明子の関係)
や刑事事件(告訴の有無)、証人として、これだけでよかったのかなど、もっと背景事情を調べな
ければならないであろう。
結論として、もちろんのことであるが、 f民事訴訟第一審手続の解説jは民事模擬裁判を想定し
ておらず、民事模擬裁判の教材として、そのまま利用することには難しいのではないか、仮に利用
するとしても、もう少し加工の必要性があると考えられる。
(2) 民事模擁裁判の教育目的
それでは、民事模擬裁判の教育目的はどこにあるのだろうか。これについては、それぞれの法科
大学院で、それぞれの教育目的が設定されている。
岡山大学法科大学院では、①弁護士及び裁判官のそれぞれの役割を疑似体験することにより、法
曹としての活動内容について具体的なイメージを与えること、②自己の有する専門知識及びその応
用力に対する現状を認識させ、かつ、自省する機会を付与すること、③向上力の喚起または刺激・
動機づけ、すなわち、勉学のモチベーションを高める効果が期待される。@それ仁伴い、他の科目
における理解の深化にも大いに役立つ。⑤さらには、模擬当事者と直接向き合うことにより、コミュ
ニケーションの重要性、学生聞の協働によるチームワークの重要性代の認識を高めることにつなが
る。⑥実務科目では断片的に学んだ知識を一つの事件を通して全体的な裁判手続の流れを認識させ、
実務科目の総括となることのみならず、実務家法曹に求められる思考能力及び実務能力を養成する
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ことに資する(注4)と考えている。この中で最も重要なことは、①の、弁護士及び裁判官のそれ
ぞれの役割を疑似体験することにより、法曹としての活動内容について具体的なイメージを与える
こと、シュミレートすることである。「裁判を模擬であれ体験する」ということは、非常に教育効
果が高いと考えている。もちろん、新司法試験との関係からすれば、実務教育をどこまで行うのか
は議論の余地もありうる。学生にとっても、食わず嫌いなところもあり、最初は、実務科目に時間
をとられることを極度に嫌がる傾向がある。しかし、民事模擬裁判を経験すると、非常に熱心に取
り組むのである。相手方に「負けたくないJという競争心も醸成される。
実務教育をどこまで行うのかについては多様な考え方があろう。アメリカのロースクールにおけ
る実務教育の取組みにも温度差があると言われており、トップレベルのロースクーJレでは、大手ロー
ファームに勤務したり、立法事務に携わる者が多いためか、法廷活動や法律相談などに関する実務
教育に熱心でないという。我が国でも、否定的な見方もあるが(注5)、他方、元裁判官で司法研
修所教官でもあった佐藤畿二・元早稲田大学法科大学院教授は、模擬裁判の重要性を「散髪屋で新
人理容師に髭を剃ってもらうとき、理容学校で、教科書で勉強しましたというのでは不安になる。
せめて風船でもいいから剃万の練習を積んでいてほしいJという比喰で強調される(注6)。 確
かに、模擬裁判が、 f参加者に実質的な利益をもたらすことよりも、むしろ楽しみを与えることの
方において成功したのであった。時々事実問題の審理を行わせることは有益であろうが、それは真
剣な勉強の退屈さを紛らす限りにおいてそうであるにすぎないj、fまがいものの裁判は、実際の裁
判を注意深く観察することの貧弱な代用品jとならないよう注意する必要があろう(注7)。なお、
司法研修所民事弁護士教官室によれば、模擬裁判中に実施される交互尋問は、「本人・証人尋問を
実施させ、立証活動についての理解と尋問技術の修得を図り、あわせて裁判官としての尋問の進め
方や異議の処理、事実認定等についても体験させるJものと位置づけているようであるが、やや裁
判官養成に傾いている気がする。法科大学院においては、弁護士の視点も入れて行うことが必要と
恩われる。
(3) 民事実務科目との関連
岡山大学法科大学院では、実務基礎科目群のうち、 3年生を対象とした選択科目として、模擬裁
判・エクスターンシツプ、ローヤリング・クリニックをそれぞれを3単位配置し、すべての学生が、
ローヤリング・クリニック、あるいは模擬裁判・エクスターンシツプのいずれかを修得しなければ
ならないことになっている。模擬裁判は、前期に13時間を予定し(模擬裁判は刑事と民事を毎年交
互に実施することにしている)、後期は主としてエクスターンシップに当てられている。一学年の
定員が60名であるため、毎年、約30名の学生が模擬裁判を選択することになるが、平成17年度は6
名、平成19年度は22名、平成21年度は17名の学生が民事模擬裁判を履修した。また、民事基礎実務
科目と臨床科目聞で緊管に連携をとりあい、法学未修者 (3年標準型)については、履修要件を課
、
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し、要件として挙げられている科目の単位取得が履修の要件となっている。要件として挙げられて
いる科目は、①要件事実と事実認定の基礎、②民事訴訟実務、③刑事訴訟実務、④民事訴訟法演習
または刑事訴訟法演習のいずれかの4科目となっている(平成18年度入学生までは、要件事実と事
実認定の基礎、民事法実務E、刑事法実務Iとなっていたが、平成19年度入学生から履修要件を強
化した。)。
「民事訴訟実務jでは、模擬記録教材により、断片的ではあるが、訴状・答弁書の作成、争点整理、
交互尋問 (1人3分程度)、和解書・判決書の作成などを経験させているので、民事模擬裁判では、
実務科目の総仕上げと位置づけ、一つの事件を通し、実務基礎科目で学んだことを総括するととも
に、より実戦的に、実際の法廷活動をシミュレートさせることに重点を置いている。
なお、補足ではあるが、民事模擬裁判においては、 ITツー jレの活用が重要である。教育向上を
目指し、名古屋大学とNTTが共同開発した法廷映像システム (STICS)などIT技術を活用している。
rSTICSJシステムは、映像によるシミュレーション教育を実施するシステムであり、 5カメラに
よる映像を同時に見ることができ、そこにコメントを記入することができる。模擬法廷教室には、
カメラが設置され、模擬裁判を映像記録化することができ、これに担当教員、弁護士などが書き込
みをし、これにより教育のフィードパックが可能となり、また学生の自習、復習を促すことができ
る。
(4) 多様忽教育目的を反映して
大切なことは、民事模擬裁判の教育目的は lつではないという点である。そして、それぞ、れの教
育目的に応じた教材を作成することが必要になる。カリキュラム上の問題もあり、それぞれの法科
大学院で、それぞれの特色に応じた教育目的を設定することが求められている。そして、それぞれ
の目的に応じた教材を作成することを自覚することが必要である。したがって、民事模擬裁判の教
材は、 lつの定型的な型があるのではなく、多様な型がありうる。
例えば、交互尋問だけに的を絞ったものにしたいのであれば、それに応じた教材が求められる。
訴状や答弁書、書証のない、 1-2ページの報告書、聴取書だけというように、断片的な教材があ
れば十分ということもありうる。模擬裁判といえるのか疑問もあるが、訴状、答弁害、準備蓄面や
判決書の起案を重視するのであれば、それに応じたものが必要になる。訴状のみの作成であれば、
原告の聴取書があれば足りるし、答弁書であれば、訴状と被告の聴取書があれば足りる。判決書の
起案であれば、従来の白表紙で足りるであろう。また、司法研修所では、争点整理に重点を置き、
多くの争点を掲げ、それを争点整理手続で落とさせるというものもあり、仮に、争点整理が不十分
であれば、その後の尋問がそれだけ長くなり、クラスで出来不出来が分かるという。また、上記を
組み合せる方法もある。
岡山大学法科大学院の特有の問題であるが、隔年で民事と刑事の模擬裁判を交互に行っている。
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したがって、民事模擬裁判のない年度は、 「民事訴訟実務jで、 lコマだけ、交互尋問のみを法廷
教室で実施している。そのための教材として断片的なものを作成したいと考えている。
3 民事模擁裁判の教材作成
(1 ) 基礎資料(事件記録)の収集
岡山大学法科大学院において、民事模擬裁判の教材は、一つの事件を通して法廷活動をシミュレー
トさせるという教育目的から、次のことを基本方針としている。
①実務家であれば誰でも体験しうる日常的、基本的な争点を含むものであること
①単純な事案で、複雑な法的解釈を要しないもの
③客観的証拠が乏しいもの
@書証には、当事者双方に有利なもの、不利なものを織り交ぜ、交互尋問の結果から心証を形
成しうるものであること
⑤交互尋問は、原告、被告、各証人1名ずつの合計4名程度とすること
教材事案の登場人物は限定する必要がある。多くの証人役を集めて指導することは困難であるし、
また、事案が複雑になれば、証人役が内容を記憶することができないからである。名前、住所、家
族構成などでさえ記憶することは困難である。
司法研修所で使用されている、起案用のいわゆる白表紙教材は、要件事実教育のために複雑な法
律問題を含んでいたり、また、事実認定に主眼があるため、尋問結果からではなく、書証などから
心証が形成されることが多い。そして、何よりも分量が大分であるため、上記基本方針にそぐわな
い。それゆえ、民事模擬裁判用の適切な教材を入手することが最重要課題となる。岡山大学法科大
学院では、法科大学院の開設前から、研究者教員(民事訴訟法、民法など)及び実務家専任教員(法
科大学院開設前は実務家教員候補者)が検討チームを作り、民事模擬裁判用の教材を作成し、平成
17年度はオリジナJレの教材を使用した。平成19年度及び平成21年度は、 PSIMプロジェクト作成の
教材を使用した。同じ教材を使用することは、学生の緊張感を削ぐ可能性があるからである。
教材を零から作成することはおよそ不可能であるから、どうしても基礎となる事件記録が必要と
なる。担当教員の手持ちの事件記録を利用することも考えられるが、様々な問題が存在する。修正
を加えたり、仮名にしたとしても、生の事件記録を使用すれば、当事者が特定され、プライパシー
侵害の危険が常につきまとう。それ以上に問題なことは、教材として適切な事件記録が見つかるか
という点である。たまたま手元にある記録だからという安易な動機であったり、自分の成功例(自
慢話)であったり、教員にとり興味ある事件であったりと、必ずしも模擬裁判用として適切な事案
とはいえない場合が多い。司法研修所では、知られているように担当教宮が全国の裁判所にその素
材を求め、多くの専門スタッフが質の高い教材を作成している。間山大学法科大学院では、岡山弁
護士会の協力を得て、広く会員から模擬裁判用の事件記録の提供を呼びかけ、数例を提供してもらっ
、
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た。提供された事件記録の中には、非常に興味深いものが多かったが、意外に上記基本方針に適う
ものは少なかった。
(2) 記録の修正
適切な事件記録が見つかっても、そのまま使用することはできない。教育目的にかなうよう修正・
加工する必要がある。さらに、複数の教員の自で検討していく必要がある。名前、地名、年代を変
更するだけでも、たいへんな労力と時間を必要とする。また、書証を出来る限り忠実に再現するに
は根気のいる作業となる。さらに、 一応の成果物が出来た段階で、検討チームによる内容のチェッ
ク、修正を加えると、おそらく一つの教材を作成するには、少なくとも 1年以上は要するのではな
いかと思われる。また、より良い教材とするためには、さらなる改普が必要であり、使用後にフィー
ドパックの機会が必要である。
単純ミスや誤記載の修正も必要である。単純ミスも結構多い。後述の競走馬に関する記録では、
契約書は、「定型用紙jを多数持参したとあるが、契約書の馬名の部分には手書きを示す下線が引
いていなし、。 また、平成14年当時 7歳馬とあるが、生年月日が平成 5~手 4 月 3 日となっており、年
齢が合わない。これでは、学生は、何かあるのではないかと疑心暗鬼になってしまう。
プライパシーへの配慮も重要である。仮名にすることはもちろんであるが、地名や場所などの記
載も、報道された事件であれば、事件が特定される危険もある。学生の中には、架空であるにもか
かわらず、実際の地名を訪問した者もいる。
どこまでリアルにするか、修正の手間とプライパシーの関係から悩ましい問題である。
①日付の修正
例えば、 「被告は、平成1年1月20日の午後、当時原告の本庖融資課長代理であった山口誠こ
からの意思確認の電話に対し、自ら連帯保証の意思を表示しJという記録を修正する場合、単純
に10年加算すれば、平成22年1月20日ということになるが、当日は土曜日であり、金融機関は休
みであり、なぜ出勤していたのか想定外の問題が生じることになる。
弁論調書であれば、裁判所の開廷日が問題になるであろう。商売の慣行では、水曜日は契約を
しない(水に流れる)と言われているし、重大事件 (例えば、阪神淡路大震災)、特定の記念日
に該当する場合も考える必要がある。
②法律の改正
記録作成当時と法律そのものが改正されている場合もある。例えば、利息制限法改正により、
遅延損害金の制限利率が利患の制限利率の2倍から1.46倍にヲ|き下げられた。その結果、前記 f民
事訴訟第一審手続の解説』の訴状において、遅延損害金が制限利率を超える結果となっているし
(改正前の版であるため。)、また、ちょう用印紙の額が変更になっている。
①時代の変化
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政府系機関や会祉の解散、あるいは民営化など注意が必要である。
例えば、 〔事例Oil)は、バブルという時代背景があり、単純に日付だけを修正して済む問題で
はないであろう。
また、〔事例N)が、少なくとも時代に合わなくなっていることに気づいた人は、かなりの競
馬通の人である。平成21年9月の新聞記事(山陽新聞)には、「アラブ単独の重賞レースが本年
度限り 福山市営競馬 頭数の急減が要因j と報道された。今日では、アラブ馬の取引自体が .
ほとんどなされておらず、平成14年頃であっても、アラブ馬の取引がなされることは少なく、た
とえあったとしても、種馬とする可能性はなく、また、馬の値段も16∞万円もすることはありえ
ないであろう。 50万円程度ではないかとも推測される。もともと福山競馬場は戦後復興を目的に
昭和24年に開設され、平成17年までアラブ篤だけで会レースを開催し、ピーク時には7∞頭以上
のアラブ馬が在籍した。しかし、スピードで勝るサラブレッド系に人気が集まるにつれ、全国の
アラブ馬の生産頭数は激減し、平成7年には日本中央競馬会がアラブ馬限定レースを廃止した。
平成20年度以降、アラブ馬専用レースがあるのは福山市営競馬だけであった。
〔事例N)は、その当時のこととして使用するのであればよいが、それでは現実感に欠けるこ
とになる。しかも、競走馬の相場が問題となっている〔事例N)で、現在の日付への修正は難し
いであろう。
なお、余談であるが、平成17年、福山競馬場を舞台に、 「福山のアラブ馬繍助金詐取J事件が
起こっている。報道 (読売新聞)によれば、 f今回の不正受給は、全国的にサラブレッド化が進み、
アラブ，馬の価格が下がる中、]RAがアラブ事業振興のために設けた基金が、馬主と生産者との 〈癒
着〉の末に悪用されていた実態を浮かび上がらせた。]RAによると、アラブ馬は、戦後に主流だっ
た時期もあったが、中央、地方ともにスピードで勝るサラブレッドへ移行。 ]RAは96年、アラ
ブ馬レースを全廃した。現在は、荒尾 (熊本)、高知、金沢の各競馬で一部、アラブ馬が走って
いるが、全レースは福山市営競馬だけJとある。このような事件に鑑みれば、全くの憶測である
が、 〔事例N)で8∞万円と16∞万円の2通の契約書の存在というのは、本当のところは、 16∞万
円の契約書は補助金目的のためのものではなかったのか。このようにも穿った見方も出てくるの
である。
(3) 実際に何を作るのか
模擬裁判の教材としては、原告・被告双方の事情聴取替、 書証、当事者・証人用の各シナリオを
作成する必要がある。当然に、シナリオの方が事情聴取書よりも詳細で微細なものにならざるを得
ない (例えば、尋問において、証人が自分の家族橋成や家族の名前などを答えられないはずがない
のであるから、一応は家族の名前、年齢なども作成する必要がある。)。シナリオをどこまで微細に
作成するのか、本人・証人役の記憶能力の限界もあり、悩ましい問題でもある。
、
?
4 今後の課題
(1 )争点整理
錆鋭
前錫の 『民事模擬裁判ティーチング ・マニュアjレjは、非常によく出来ているが、ただ、学生が
実際に予想のとおり動くとは限らない。教員の予想する、あるいは教材の想定する模擬裁判になる
か否かは、学生の訴訟活動に依拠することになる。
平成21年度の岡山大学法科大学院の民事模擬裁判jで囲ったことは、原告が突然、動産の仮差押え
を申し立たことである。事案は、先の競走馬〔事例IV)を使用したが、保全処分を申し立てること
まで考えていなかった。結局、裁判所(裁判官役の学生)の判断に委ねる格好となった。
さらに、民事模擬裁判において、争点整理の難しさを痛感している。学生がなかなか思うとおり
動かず、とんでもない方向に行くことが多い。岡山大学法科大学院では、模擬裁判における訴状 ・
答弁書の作成から訴訟指揮まですべて学生に任せ、教員が関与することはしていない。逆に不完全
な訴状を作成すればするほど争点整理が問題になる。
〔事例V)のセクハラ事案を見てみたい。もちろん、セクシュアJレハラスメントの事実の有無が
最大の争点、である。しかし、これで争点整理をさせたところ、実際には、とんでもない方向に行っ
てしまった。セクハラ、パワハラの定義の問題、不法行為の要件事実の問題、要するに何をもって
セクハラというのかという法律論争を下級裁判所の判例を引用しながら、 f環境型Jr対価型Jがあ
るのだとか、争点整理手続で論争を始めてしまったという経験がある。裁判官役も、経験がないの
で、やはり適切に誘導はできなかった。
また、平成19年の民事模擬裁判では、 f民事模擬裁判ティーチング・マニュアJレjの事案を使用
した。しかし、争点整理の段階で、予想もしなかった展開が起こり、契約書の作成名義人を鴨川幸
助にして、二段の推定が出てこないという失態をしてしまった。なぜ、こうなったのか。参考にす
るように指示した f第一審手続の記録jにひっぱられてしまったからであった。これは問題だとい
うことで、この時は例外的に介入し、裁判官役を通して、無理矢理 f二段の推定Jの方向へ、争点
整理をやり直すことにした(注8)。
争点整理まで想定した教材作成も考える必要がある。
(2)証人用の教材について
原告及び被告役は、平成17年度は、 PSIMプロジェク トの協力を得て、名古屋在住の劇団所属の
俳優に、証人役は岡山の法律事務所勤務の事務職員に、会社代表者役は岡山弁護士会会員弁護士に
協力を求めた。平成19年度は、すべて法律事務所の事務員に協力を求めた。できるだけ、実際の法
廷を再現するためには、ある程度の法廷知識、年齢構成や容貌なども考慮する必要があるからであ
る。そして、平成21年度は、すべて岡山大学法科大学院のOBである若手弁護士4人の協力を求めた。
証人用の教材は、各陳述書のみであったが、より詳細なものを作成する必要性を感じている。便
-9-
「臨床法務研究J第8号
宜上、学生作成の訴状・答弁書等記録一式を配布したが、証人間の打合せや、事実の補強・徳正が
必要である。証人役にも、一定の能力が必要である。やはり、一朝一夕で出来るものではない。
(3)到達点について
さらに困難な問題は、模擬裁判とは、どのレベルのものが要求されているのかという点である。
裁判手続を「体験Jさせるとしても、実務で実際に行われている手続なのか、それとも、民事訴訟
の理念を具現した「ありうべき民事訴訟Jなのか。 f臨床法学教育が提起する自己省察的・自己批
判的観点Jから、実務の現状を批判的に考察する視点をもつのであれば、実施方法も、実務慣行の
習得よりも、本来あるべき姿、理念を投影するものでなければならないのかもしれない。例えば、
民事裁判では、尋問において「異議Jが出ることはほとんどない。にもかかわらず、「異議Jを民
事訴訟法規則に基づき細かく指導するのか。また、第l回口頭弁論において、実務慣行では、訴状
を実際に陳述することはない。裁判官の「原告は訴状のとおり陳述ですね。Jに応じて、原告代理
人は「はい。訴状のとおり陳述します。Jと答えるのが普通である。これでよいのだろうか。
(4) 成績評価について
模擬裁判参加者の成績評価をどのようにして決定するかについても困難な問題が残っている。各
学生により役割分担が異なるため、個別の評価は客観性に問題がある。岡山大学法科大学院では、
一応、担当教員の協議により、合格か不合格の二者択一的な認定をした。この点からも、ティーチ
ングマニュアJレを作成することが急務であるとともに、既にリーガJレクリニックで実用化している
が、成績評価シート等の成績評価基準の作成を考えている。今後、より詳細な民事模擬裁判の教育
目標の設定、指導理念及び教育方法などのスキルの確立が不可欠となる。
(5) 教材のフィードパックについて
PSIMでは、教材を利用するに当たり、注意事項が数多く定められている。その中で、「教材コ
ンテンツ利用報告書Jがあり、教材利用時の改変事項、教材利用後の感想、教材利用に関する提言
等の項目がある。そして、「枠内に書ききれない場合や資料等を参照の場合は、別紙を添付して頂
ければ幸いですJとある。これを活用することも必要であり、また、ストックし、評価・検討する
ことが必要である。
(6) スティックスの活用方法の研究
毎回、集中証拠調べの場面をSTICSシステムにより録画したが、特に、学生に対するフィードパッ
クは不十分なものになっている。今後、映像化した教材をどのように活用するか、映像システムの
利用も検討課題の一つである。スティックスについては、時間外に学生を集めて説明会を開催した。
、
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説明は、岡山大学では、専門家である石岡助教にお願いした。担当教員の実務家専任教員も 2人参
加したが、十分な活用はまだできていない。
アメリカ合衆国の全米法廷技術研修所 (NITA)の法曹の継続教育において、①レクチャ一、②
デモンストレーション、③パフォーマンスの順番で実施されているが、法科大学院においても、同
一事例における模範演技を検討することも必要であるが、仮に模範演技を採り入れるとしても、誰
が実施するのか、模擬裁判の実施前に見せるのか、実施後に見せるのかは今後の検討課題である。
(7) 民事模擬裁判の対抗戦の活用
教材の活用、専任教員の実践と研究のため、模擬裁判の対抗戦が検討されてもよいと考えられる。
平成18年3月10日、名古屋大学法科大学院模擬法廷教室にて、おそらくわが国では初となる岡山大
学と名古屋大学の学生選抜各7名による民事模擬裁判の対抗戦が行われた(裁判官役は、早稲田大
学法科大学院の学生3名が担当した。)。模擬裁判の対抗戦は、アメリカでは多く実施されており、
ロースクールで学ぶ学生たちにとり人気のあるイベントで、母校の名誉をかけて白熱したコンテス
トになっているという。このような経験のないわが国において、そのスキJレを研究・確立するとと
もに、学生のそチベーションを高める意義は高いものと思われる(注9)。なお、参加した7名は
当時未修者クラスの2年次生であったが、うち6名が現在弁護士として活躍あるいは活躍予定であ
る。
t主1 佐藤歳二・松村和徳・菅原有晴夫編f民事模擬裁判ティー チング・マニュアル(初級編)(改訂版)J(慈、学社、2008年)
注2 司法研修所監修 r4訂 民事訴訟第一審手続の解説J(法曹会、 2∞l年)
t主3 藤田広費量 n障義民事訴訟J446頁 (東京大学出版会、 2∞7年)
t主4 前掲注1r民事機後裁判ティーチング・マニュアルJ7頁
注5 那須弘平 f四国ロースクール『法科大学院シンポジウム :ロースクールに対する弁護士会の協力/新司法試験
をめぐる諸問題J判例タイムズ1195号17-18頁 (2006年}
t主6 平成18:!F2月188国際シンポジウム 「法実務筏能教育の現状と将来~模擬裁判、ロイヤリング教育はいかにあ
るべきか-Jにおける基調報告
注7 ジエローム・フランク箸・古賀正義訳 f裁かれる裁判所 下j頁 (弘文盆、 1970年)
t主8 平成21年1月14日のPSIMコンソーシアムのセミナーにおいて、菅原郁夫・名古屋大学教緩から、名古屋大学
においても同様の問題があり、集中証拠調べに入る前に、争点整理の段階に教員が介入するようにしており、
すべて学生に委ねることには限界があるのではないかとの指織があった。
注9 s裏目哲「法科大学院模擬裁判対抗戦と実務技能教育Jロ}スク}ル研究7号177頁 (2007年)また、吉野支己「岡
山大学法科大学院における民事模疑裁判の実践と課題J臨床法務研究2号1頁 (2∞7年)参照。
(本稿は、平成21年11月14日、名古屋大学で行われたPSIMコンソーシアム主催 「法実務技能教
育支援セミナーJにおける発表原稿に加筆・修正したものである。)
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別紙
[事例1J 
原告声山信用金庫が被告鴨)1さくらに対し、保証契約に基づき、金20∞万円の支払いを求めた訴
訟である。しかし、被告は、主債務者の亡鴨川幸助(父親)が被告に無断で実印を用いて契約した
ものであると主張している。
- PSIM編『民事模擬裁判ティーチング・マニュアJレj
[事例I]
原告竹中利彦が被告大谷浩ーに対し、準消費貸借契約に基づき、金450万円の支払いを求めた訴
訟である。しかし、被告は、母親大谷明子が被告に無断で実印を用いて契約したものであると主張
している。
一 司法研修所監修 r4訂民事訴訟第一審手続の解説j
[事例m]
私は、旅行会社のサラリーマンでしたが、昭和田年3月勤めていた会社を退職し、同年4月から
社員 5名アルバイト 3名で主に圏内向けの旅行業を主たる業とする旅行会社をO観光株式会社の商
号で設立しました。仕事は順調に進み一時はこんなにもうかっていいのかという思いもしましたが、
パプjレがはじけ、日本全体が生活がつましやかになるにつれ、旅行観光業は次第に不景気になり、
今では同業者が支庖を閉鎖したり、廃業したりと、すっかり様変わりして しまいました。
{事例1V]
平成14年1月14日、原告星ホース株式会社(徳山市)が、シルバーターフ号(もと競走馬で、関
西、関東のアラブ篤4歳馬重賞レースで優勝した。)を種馬として被告山下秀夫に対し金1600万円
で売却したが、被告は、その代金額が8∞万円だったと主張している。本件においては、代金額を
16∞万円とする売買契約書と、代金額を加O万円とする売買契約書が作成されている。
「本件においては、当事者の言い分が真っ向から対立する。事実認定が唯一最大の争点である。
判断の基準は、f代金額が16∞万円と8∞万円のいずれが正しいかjではなく、星ホースの主張する
『請求原因である代金lω0万円の売買契約が認められるか』という観点から判断することが重要で
あり、当事者の証言・供述が、客観的な動かしがたい事実とどのように符合し、又は、矛盾するの
か、を判断できるか、また、それを意識した立証活動が必要であることが重要であることを理解さ
せるJo(PSIMプロジェク ト作成シナリオから)
、
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[事例V]
①原告の主張
ある会社Y2に勤務するX(30代の女性)は、日頃から、上司であるYlから、セクシュアル・
ハラスメントを受けた。 Xは、今後の勤務のことを考えると動惨や息切れが続き、目を閉じると胸
が苦しくなったりしたので、心療内科を受診したところ抑うつ神経症と診断された。 Xは、代表取
締役Aに、 Ylからセクハラ行為を受けたことを相談していたが、 Aは、 Xの訴えを真剣に取り上
げることはなかったため、会社を退職した。
②被告らの主張
Y 1 (営業部長、 50代の男性)は、セクハラ行為を一切したことはない。
Xは、会社の先行きに不安をもち、ボーナスが出ないことに不満をもっていた。以前、代表取締
役Aに対し、 fリストラをするのであれば、私を先に解雇して下さいjと申し出ており、その後、
頻繁に「退職Jを口にしていた。 Xが退職したのは、 Ylのセクハラ行為が原因ではない。
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《資料①}
[学生作成]状訴
白 1 7日4月平成18年
?????????
???
四
神奈川県横浜市西区中央2丁目O番O号〒220-0051
A 
ロ組
省
(送達場所)
大限ピル00階東京都未来区紺買事由rO番00号干162ー 004
?????
????
??????
都の西北法徐事務所
原告訴訟代理人弁護士
同訴f1:代理人弁護士
関訴訟代理人弁護士
同訴訟代理人弁護士
関訴訟代理人弁緩土
03 (1234) 0000 
??????
?????
御中
原告訴訟代理人弁護士
同訴官官代理人弁穫士
同訴訟代理人弁護士
間続訟代理人弁護士
同訴訟代理人弁護士
用
内
03 (1234) 0000 
TEL 
FAX 
神奈川地方裁判所民事部
{言
木
、
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山
? ?
上記代表者代表理事
告原
干229-1122 神奈川県相模原市横山O~昏O号
被告
連絡係経金符求事件
訴訟物の価額 金
貼用印紙額 金
第1 請求の趣旨
11777i2520円
5万3000円
暢川さくら
1 被告は、原告に対し、金1177万2520円及びこれに対する平成17年
1月1白から支払い済みまで年18.25%の割合による金員を支払え。
2 I時聖公費用は被告の負担とする。
3 仮執行宣言
第2 荷主食の原因
1 金銭消費貸借契約の締結
原告は、横浜市内で信用組合業を営んでいる。
原告は、被告の父親である故鴨川幸助(以下 f室長助』という。)に対し、平
成 11年11.FI2 0日、金2000万円を、次の約定で貸付けた(以下 f本件
消費貸借契約j という。甲第1号宮正)。
( 1 )弁済期 平成15年3月31 s 
(2)利息 年9. 5% 
(3 )鍋寄金 年18. 25% 
(4)弁務方法 平成11年 12月30日を第1固と し、以降期限に至るまで
毎月末日に元金50万円あて分割返済し、残額は期限に返済
する。
(5 )特約条項 幸効が、戸山信用組合に対して負担する、本件告と含めたあら
ゆる債務について一つでも期限に弁済しなかったときは、 告書
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助は本体債務につき、当然の期限の利益を失う。
2 鴨川l告書助の債務不履行
主義助は、平成11年 12月28目、本件消費貸借契約に2基づき、元金50万
円を約定に従って弁済したが、それ以降の弁済を怠ったために、平成12年1
月末日の経過をもって、期限の利援を喪失した。
童書助は、その後、平成17年9月30日までに、本件消費貸借契約に基づき、
平成11年 12月28日に弁済した50万円を含む合計772万7480円
を元金として弁済し、手IJ怠および損寄金を平成16年12月31日分まで弁済
したe
3 係liE契約の締結
( 1 )本人契約
被告は、原告との間で、平成11年11月20目、本件消費貸借契約の貸
付債務につき連帯保鑑するとの合意をした(以下「本件保健契約jという。)。
(2 )有権代理
ア 幸助は、原告との聞で、平成11年 11月20目、被告のためにするこ
とを示して、本件保証契約を締結するとの合意をした。
イ 被告は、本件保銃契約締結に先立ち、参助に対し、本件保証契約締結に
ついての代理権を授与した。
(3 )追認
仮に、被告が、幸助に対し、本件保E正契約締結についての代理機を授与し
ていなかったとしても、被告は、平成11年11月20日の午後、当時原告
の本J苫融資器製長代理であった山口総こからの意思磁E患の1~U苦に対し、自ら遮
干存保liEの意思を表明し、 署長助が行なった本件保Z正契約締結の代理行為を追総
した.
4 表見代理
仮に、被告が、拳助に対し、本{牛保liE契約締結についての代理権を授与して
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蹟鋭
おらすs、被告が、原告に、本件保証契約締結行為を追M!，する意思表示をしてい
なかったとしても、被告は、本件保証契約について民法 109条、 11 0粂に
基づく資を免れない。
(1) 109条に基づく表見代理
被告が、幸助の事務長をしていた訴外字野利夫(以下「宇野j という。)を
使者として、原告に、被告の印鑑登録疫明書を示したことは、被告が、原告に
対して、幸信助に本件保証契約締結の代濠権を授与したことを示したことに他な
らなb、。
(2) 1 10条に基づく姿見代理
ア 原告は、参助に、本件保!iE契約締結について代理権があると信じた。
イ 原告が、アのように信じたことについての正当理由の評価彼拠事実
①被告は、幸助の娘である。
②本i牛保鉦契約締結に用いられたのは、被告の実印である。
③字野は、印鑑主主録Z正明書、低当物件(甲第3号証)の笠記済権利証等を
所持していた。
@原告は、被告に対し、本件金銭消費貸借契約による融資当日、電話によ
って本件保証契約締結の意思確認を行なった。
ウ 被告は、幸助に、被告の実印を使用して、被告所有の不動産(甲第3号
証)に低当権を設定する代理権を綬与していた。
5 よって、原告は、被告に対し、本件保証契約に基づき、上記貸付金のうち未だ
弁済されていない金 11 77万2520円及びこれに対する平成17年 1月 1
日から支払済みまで年18. 25%の割合による遅延損寄金の支払いを求める。
証拠方法
(以下略)
?
?
??
『臨床渚務研究JJ露e号
《資料②}
訴 状
平成13年 1月17日
00地方裁判所御中
原告訴訟代理人弁穫士 伊野太郎 印
〒260-0000 千葉市中央区天神2丁目 13~番地 1 号
原 告 竹 中 利彦
〒260-0000 千楽市中央区水野3丁目 3客地1号
慣山ピJレ9階(送逮場所)
上記原告訴訟代理人弁t護士 甲野太郎
包括 043-235-0000
FAX 043-235-0000 
干134-0000 東京都江戸川区中田川1丁目 2番1-814号
被告 大谷浩一
〒144-0000 東京都大田区東国 1丁目9番11号
貸金返還符求事件
訴訟物の価額
ちょう用印紙額
金450万円
金2万8000円
、
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被告 大谷明子
第1 誇求の趣旨
1 (主意的指求)
被告大谷治ーは、原告に対し、金450万円及びこれに対する平成11 
年 10月1日から支払済みまで年3筈Jlの割合による金員を支払え。
2 (予備的諮求)
被告大谷明子は、原告に対し、金450万円及びこれに対する平成11 
年 10月1日から支払務みまで年3嘗Jlの割合による金員を支払え。
3 訴訟費用は被告の負担とする。
との判決並びに仮執行の宣言を求める。
第2 ~曹求の原因
1 (主意的誇求)有権代理
( 1)原告は、被告大谷明子に対し、平成11年7月 1目、金450万円を
次の約定で貸し付けた(甲 1、2)。
①弁済期 平成11年9月末日
②利息、 年l害対5分
③損害金 年3容l
(2)被告大谷明子は、(1 )の際、被告大谷浩ーのためにすることを示した。
(3)被告大谷浩一は、 (1)に先立ち、被告大谷明子に対し、本件金銭消費
貸借契約締結についての代理織を授与した。
(4)被告大谷浩一は、現在に至るまで上記貸金を返還しない。
2 (仮定的主張)追認
仮に、被告大谷浩ーが被告大谷明子に対して代理維を授与していなかっ
たとしても、被告大谷治ーは、平成11年 10月初旬、千葉市中央区北町
において、原告に対し、被告大谷明子の無権代理行為を追館、した。
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3 (仮定的主張}表見代理
( 1 )仮に、彼告大谷治ーから被告大谷明子に対する代理織授与及び追認の
事実がfSめられないとしても、原告は、前記 1 (1)について、被告大
谷明子に被告の代理梅があると信じた.
(2)被告大谷明子は、前記1 (1)の際、被告大谷浩一の印鑑及び印鍍登
録在明書を所持していた(甲1、2、3). 
(3)被告大谷治ーは、平成11年春頃、叔父である春日秋雄から被告大谷
明子に対する貸金について連常保証になるよう頼まれたため、保証契約
締結の代理権を被告大谷明子に授与するとともに、印鑑及び印鑑笠録liE
明書を交付した.
5 (予備的符求)無織代理人の責任
(1 )仮に、彼告大谷治ーが被告大谷明子に対して本件消費貸借契約締結の
代理機を授与していなかった渇合、被告大谷明子は無権代理人としての
責任を負う.
6、よって、主意的に、原告は、被告大谷治ーに対し、上院消費貸借契約に
基づき、貸金450万円及びこれに対する弁済期の翌日である平成11年
1 0月1日から支払済みまで年3"1の割合による約定損害金の支払いを求
める.
仮に、被告大谷浩一に対する請求が認められない治合、無稽代理人とし
ての責任に基づき、被告大谷浩一に対する貸金450万円及びこれに対す
る弁済期の翌日である平成11年 10月1日から支払済みまで年3割の割
合による約定機寄金の支払いを求める.
証拠方法
(以下略)
※学生(来修2王手)作成。多くの問題点があるがそのまま転歳。
、
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